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公共用地の取得における
土地評価の実務

土木総務課用地室

令和６年度土木部専門研修「用地初任者」
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１．土地評価の基準

・福島県の基準
・規定の内容（土地の取得、権利の消滅）
・評価の単位
・評価の手法

２．土地評価の手順

・地域の区分・標準地の選定
・標準地の評価
・各土地の評価

３．土地評価の留意事項

４．まとめ

説明の流れ
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国土交通省 福島県

国土交通省の公共用地取得に伴
う損失補償基準 （「直轄基準」）

（国土交通省訓令）

福島県土木部所管の公共事業の
施行に伴う損失補償基準

「直轄基準」の運用方針
（国土交通事務次官通知）

国土交通省損失補償取扱要領
（総合政策局長通知）

別記１「土地評価事務処理要領」

土地評価事務処理細則
（建設経済局調整課長通知）

「国土利用計画法の施行に伴う土地価
格の評価等について」

（国土庁地価調査課長通達）

別添１ 土地価格比準表
別添３ 林地価格比準表
別添４ 農地価格比準表

福島県土木部の公共事業の施行
に伴う損失補償基準細則

別記１「土地評価事務処理要領」

「国土利用計画法の施行に伴う土地価
格の評価等について」

（国土庁地価調査課長通達）

別添１ 土地価格比準表
別添３ 林地価格比準表
別添４ 農地価格比準表

1.土地評価の基準
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福島県土木部所管の公共事業の施行に伴う損失補償基準

第８条（土地評価の基本原則）

１ で補償・・・

２ 建物など物件がないものとして・・・

３ 予定事業による価格低下がないものとして・・・

第２章 「土地等の取得に係る補償」

第１節 「土地の取得に係る補償」

「正常な取引価格」

1-1.土地評価の規定
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２ 建物など物件がないものとして・・・

更 地建 付 地

土地価格 １００円

取り壊し １０円

土地価格 ９０円

建 付 減 価 更 地 価 格

公共事業 １００円

1-1.土地評価の規定（損失補償基準§８②）
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３ 予定事業による価格低下がないものとして・・・

ごみ焼却場

計画発表前 １００円

計画発表後 ０８０円

公共事業 １００円

1-1.土地評価の規定（損失補償基準§８③）
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第９条（算定方法）

１ 近傍の取引事例を基準
価格形成要因を総合的に比較考量

２ 取引事例： 事情補正・時点修正

３ 参 考： 収益還元価格、取得経費、投下経費など

４ 通常用途を前提
（感情価値・特別用途は考慮しない）

第９条の２（地価公示区域では・・・）

公示地の価格を規準※

※規準【きじゅん】 よりどころとなるもの。めやす。

1-1.土地評価の規定（損失補償基準§９）
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第１０条（所有権以外の権利がある場合・・・）

権利がない
土地価格

権利の価格
権利のある
土地価格

＝ ー

第２節 「権利の消滅に係る補償」

第１１条（権利消滅の基本原則）

１ 「正常な取引価格」で補償・・・

２ 予定事業による価格低下がないものとして・・・

1-1.土地評価の規定（損失補償基準§１０）
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第１２条（地上権、永小作権、賃借権）

１ 近傍の取引事例を基準
価格形成要因を総合的に比較考量

２ 準用規定

§９② 取引事例： 事情補正・時点修正

③ 参 考： 収益還元価格、投下経費など
④ 通常用途を前提 （感情価値は考慮しない）

第１３条（使用貸借権）

諸事情□□
による割合

＝ ×使用貸借権
賃借権に□
準じた価格

第１４条（占有権） 補償しない。

1-1.土地評価の規定（損失補償基準§１２～１４）
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土地価額 ２００円

権利がない
土 地 価 格

権利のある
土 地 価 格

＝ 権利の価格ー＋ 底 地 価 格 土 地 価 格権 利 価 格

土地所有者 権利者
（賃借権）

権利配分調書

・・・
権利者所有者

３０％７０％賃借権

権利の割合権利の
種 類

・・・

土地所有者

権利者

Ａ

Ｂ

土地代金
（底地価額）

１４０円

権利消滅補償金
（賃借権価額）

６０円

権利がない

参考：賃借権等の実務（損失補償基準§10、11関係）
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第１条（土地評価の単位）

福島県土木部の公共事業の施行に伴う損失補償基準細則

別記１ 土地評価事務処理要領

② 一団の土地 （複数の土地）

① １筆の土地 （②を除く）

画 地

一体利用が困難 一体利用が可能な範囲

ただし、

「所有者と使用者が同じ」 ａｎｄ 「同一の用途（利用目的）」

③

1-2.土地評価の単位（事務処理要領）
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第４条（土地評価の手法）

原則 ： 「標準地比準評価法」

第５条（標準地比準評価法の手順）

① 同一状況地域に区分
② 標準地を選定
③ 標準地を評価
④ 標準地から各画地を比準

第１０条（標準地の評価方式）

基 準 参 考

・取引事例比較法
・収益還元法
・原価法

第３条（用途的地域に区分）

1-3.土地評価の手法（事務処理要領）
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１．取引事例比較法

評価対象地

取引事例

１００円
・・・・
・・・・

・地域状況

・街路の状態
・交通施設の状態
・環境の状態
・画地の状態
・公法上の規制など

比準価格 １２０円

1-4.土地評価の手法（土地評価事務処理要領§１０）
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評価対象地

２．収益還元法

総収益 ー 費 用 ＝ 純収益

１０円／年

収益価格 ２００円

1-3.土地評価の手法（事務処理要領§１０）
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３．原価法

評価対象地 積算価格 １３０円

素地価格 １００円

1-3.土地評価の手法（事務処理要領§１０）
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【これから出てくる様々な「用語」】

「用途的地域」、「同一状況地域」、「標準地」、

「同一需給圏」、「近隣地域」、「類似地域」、

「事情補正」、「価格時点」、「取引時点」、「時点修正」、

「公示地」、「基準地」、「標準化補正」、

「個別的要因」、「地域要因」、

「評価試算価格」、「決定評価格」

第５条（標準地比準評価法の手順）

① 同一状況地域に区分
② 標準地を選定
③ 標準地を評価
④ 標準地から各画地を比準

第３条（用途的地域に区分）

取引事例比較法
第１０条

2.土地評価の手順（事務処理要領）
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各画地を比準

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

「用途的地域」

用途的な観点から区分

2-1.用途的地域の区分（事務処理要領§３）
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各画地を比準

宅地地域 農地地域 林地地域 宅地地域

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

「用途的地域」

用途的な観点から区分

2-1.用途的地域の区分（事務処理要領§３）
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各画地を比準

農地地域 林地地域 宅地地域

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

「同一状況地域」

宅地地域

中小
工業地域

標準
住宅地域

近隣
商業地域

田地地域 都市近郊
林地地域

標準住宅地域

地域的な特性から区分
第６条（配意事項）
地勢、地物、集落、利用、市町村・字、
都計（地域地区）、駅、通学など

2-2.同一状況地域の区分（事務処理要領§５(1)、§６
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各画地を比準

農地地域 林地地域 宅地地域

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

「標準地」

宅地地域

中小
工業地域

標準
住宅地域

近隣
商業地域

田地地域 都市近郊
林地地域

標準住宅地域

第７条（標準地の選定方法）

同一状況地域で個別的要因※が
概ね標準的な画地

（※個別的要因：「比準表」（国土庁））

2-3.標準地の選定（事務処理要領§５(2)、§７）
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田地地域田地地域

標準
住宅地域①
標準
住宅地域①

農家集落地域農家集落地域

田地地域田地地域

都市近郊
林地地域
都市近郊
林地地域

中小
工業地域
中小
工業地域

標準
住宅地域②
標準
住宅地域②

混在
住宅地域
混在
住宅地域

【作業例】2-3.標準地の選定
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各画地を比準

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

① 多数の取引事例を収集 （近隣地域・類似地域）
② 適切な取引事例を選択 （第１２条）

③ 取引事例毎に算定
・事情補正 （第１３条）
・時点修正 （第１４条）
・標準化補正
・建付減価補正
・地域格差

④ 各算定結果を比較考量 → 比準価格を決定

第１１条（取引事例比較法による評価手順）

2-4.標準地の評価（事務処理要領§５(3)、§１１）
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「同一需給圏」

・評価対象地と代替関係

が働く地域的な限界

（価格形成に相互影響）

久慈

宮古

釜石

大船渡

遠野

一関

奥州

北上

花巻

二戸

陸前高田

盛岡

2-4-1.取引事例の収集（事務処理要領§１１(1)）
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同一需給圏

「近隣地域」・「類似地域」

標準地
標準
住宅地域

近隣地域

評価対象地を含む
同一状況地域

標準
住宅地域

類似地域

同一需給圏内で
近隣地域と類似した同一状況地域

2-4-1.取引事例の収集（事務処理要領§１１(1)）
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同一需給圏

「近隣地域」・「類似地域」

田地地域

標準地

近隣地域

田地地域

類似地域

2-4-1.取引事例の収集（事務処理要領§１１(1)）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

２

３
４

５

①近隣地域・類似地域から、多数の取引事例を収集

2-4-1.取引事例の収集（事務処理要領§１１(1)）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

２

３
４

５

②適切な取引事例を選択。 ③事情補正。

売り急ぎ

買い進み縁故関係

2-4-2.取引事例の選択（事務処理要領§11(2).§12.§13）
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第１２条（事例選択の要件【努力規定】）

① 事情補正が３０％以内・適正な補正が可能。

② 取引時期が２年程度以内。

③ 個別的要因の比較が容易。

④ 面積が著しく相違していない。

⑤ 一括取引の場合は、配分法の適用が可能。

⑥ 違法な取引でない。

第１３条（ ）

① 特殊な事情があるものは、適正に補正。

※ 事情補正を要するものは、極力選択しない。

「事情補正」

2-4-2.取引事例の選択（事務処理要領§11(2).§12.§13）

28



同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

２

３
４

５

②適切な取引事例を選択。 ③事情補正。

売り急ぎ

買い進み縁故関係

事情補正：１００円→ ９０円

2-4-2.取引事例の選択（事務処理要領§11(2).§12.§13）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

４

５
１年前：９０円

２年前：１１０円

１ヶ月前：８０円

「時点修正」 「価格時点」と「取引時点」が違う場合適正に補正する。

2-4-3.「時点修正」（事務処理要領§11(3)、§14）
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第１４条（時点修正。修正率の根拠。）

① 近隣地域・類似地域内の の変動率

② 近隣地域・類似地域内の の変動率

③ 県別・市町村別の用途別の公示地・基準地の変動率

④ 「用途地域別市街地価格指数」・ 「田畑及び山林素地
の価格」（㈶日本不動産研究所） の変動率

⑤ 田畑の価格（全国農業会議所） の変動率

⑥ 類似不動産の取引価格の推移

⑦ 不動産鑑定業者が適正と認める変動率

「公示地」

「基準地」

2-4-3.「時点修正」（事務処理要領§11(3)、§14）
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制度名 地価公示 都道府県地価調査

目 的 ・土地取引の指標など
・適正な地価の形成□

・土地取引の規制を適正
・かつ円滑に実施□□□

地点名 標準地（通称「公示地」） 基準地

地点の性格 地域の標準的な土地 地域の標準的な土地

地点数 全国 約２．８万地点 全国 約２．４万地点

実施主体 国土交通省（土地鑑定委員会） 各都道府県知事

調査方法 鑑定評価(鑑定士２名以上) 鑑定評価(鑑定士１名以上)

調査時点 毎年１月１日 毎年７月１日

公表時期 毎年３月 毎年９月

価格の性質 更地の客観的価格
（公示価格）

更地の客観的価格
（標準価格）

根拠法 地価公示法 国土利用計画法施行令

調査開始 昭和４５年 昭和５０年
※１ 相続税評価 ：地価公示の８割程度（国税庁・国税局長）
※２ 固定資産税評価：地価公示の７割程度（総務省・市町村長）

参考：地価公示と地価調査
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基準地
平成２６年７月 平成２７年７月 平成２８年７月

価 格 価 格 率 価 格 率

□□ｰ１ ３１，０００円 ３０，０００円 ９６.８% ２８，０００円 ９３.３%

取引時点 平成２６年１２月１日

取引価格 ３５，０００円／㎡

価格時点 平成２９年 ４月１日

時点修正率

平成２６年１２月１日
～平成２７年７月１日

平成２７年７月１日
～平成２８年７月１日

平成２８年７月１日
～平成２９年４月１日 率

７／１２
（０.９６８）

１２／１２
（０.９３３）

９／１２
（０.９３３）

０.９８１ ０.９３３ ０.９４９ ０.８６９× × ＝

時点修正後の取引価格
３５，０００円／㎡ × ０.８６９ ＝ ３０，４１５円／㎡

価格変動率

2-4-3.「時点修正」（事務処理要領§11(3)、§14）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

４

５
１年前：９０円

２年前：１１０円

１ヶ月前：８０円
時点修正：７９円

時点修正：１００円

時点修正：８５円

価格時点と取引時点が違う場合は、適性に補正。

2-4-3.「時点修正」（事務処理要領§11(3)、§14）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

１

４

５
８５円

１００円

７９円

「標準化補正」 各地域の標準地と取引事例地の個別的要因を比較。

道路不良
（×）

不整形
（×）

角地
（○）

９０円

１１０円

１００円

2-4-4.「標準化補正」（事務処理要領§11(3)）
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同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

近隣地域と類似地域との地域要因を比較。

９０円

１１０円

インフラ
（○）

都心に遠い
（×）

１００円

2-4-5.「地域要因」（事務処理要領§11(3)）

「地域要因比較」
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２ｰ４ｰ６．｢比準価格｣ 決定

同一需給圏

近隣地域

類似地域①

類似地域②

９０円

１１０円

１００円

これまでの算定内容（規範性など）を検証し、

４
１００円

５
８５円

１
７９円

取引時点 ２年前

標準化補正 角地（○）

地域要件 都心（×）

取引時点 １年前

標準化補正 不整形 （×）

地域要件 インフラ（○）

取引時点 １ヶ月前

標準化補正 道路（×）

取引時点・類似性など

2-4-6.「比準価格」（事務処理要領§11(5)）

「比準価格」 を決定
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同一需給圏

近隣地域

１００円
（比準価格）

１０４円・・・・・・・・・

積算価格○○○○造成

原価法

９９円・・・・・・・・・

収益価格○○○○収益

収益還元法

評価試算価格

収益価格・積算価格も参考（検証）にして、「評価試算価格」を決定。

2-4-7.「試算価格」（事務処理要領§11(3)．§10）

OK

OK
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同一需給圏

近隣地域

１００円

類似地域③
（公示地等）

公 公示地

９５円

評価試算価格を「公示地・基準地と検証」し、妥当性を確認。

（公示価格）

（評価試算価格）

2-4-8.「公示価格等」（事務処理要領§11(3).§16）
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同一需給圏

近隣地域

１００円

鑑定評価書

不動産鑑定士

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

標準地価格 １００円

評価試算価格を鑑定評価格と検証。標準地価格を決定。

（評価試算価格）

決定評価格

2-4-9.「鑑定価格」（事務処理要領」§11(3).§15）
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近隣地域

１００円

学校

病院

官公署
公園

バス停

条 件 項 目 格差
街 路 系統・幅員・舗装 ＋・ー

交通接近 駅・商業施設・公共施設 ＋・ー
環 境 日照・通風・インフラ ＋・ー

画

地

地 積 過大・過小 ＋・ー
間 口 狭小 ＋・ー
奥 行 逓減・長大・短小 ＋・ー
形 状 不整形・三角 ＋・ー

高 低 ＋・ー
方 路 角地・二方路・三方路 ＋・ー

行政的 区域区分・用途地区 ＋・ー
その他 ＋・ー

１００円 １００円８６円

１０５円

８１円

１１５円１０３円

６０円

６７円 ９５円

各画地を比準

用途的地域に区分

同一状況地域に区分

標準地を評価

標準地を選定

2-5.各画地の評価（事務処理要領§5(4).§23）
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標準地

１００円１０５円 ８５円 ８５円 ８２円 ８５円

角地(1.05)

地積過小(0.95)
三 角 地 (0.90)

地積過小(0.90)
奥行短小(0.95)

間口狭小
(0.95)
奥行逓減
(0.90)
奥行長大
(0.96)

地積過大(0.95)
奥行逓減(0.90)

標準地と各画地の個別的要因を比較。
各画地の取得価格を決定。

2-5.各画地の評価
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№ 手 順 ポイント 摘 要

１ 地域認定 近隣地域、標準地 同一状況地域

２ 取引事例調査 近隣地域、類似地域 取引事例を選択

３ 事情補正 買い進み、売り急ぎ （選択しない）

４ 時点修正 公示地、基準地、意見書 価格変動率

５ 建付減価補正 一体取引 （選択しない）

６ 標準化補正 個別要因比較 各地域の標準地価格

７ 地域比較 地域要因比較 近隣地域の標準地価格

８ 比準価格決定 規範性、類似性、時点 取引事例比較法

９ 試算価格決定 収益還元法、原価法 検証

１０ 決定評価格 公示地等、鑑定評価格 検証

１１ 各画地の評価 個別要因比較 取得地の価格

2-6.評価手順のまとめ
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・十分に現地を把握
・評価の「前・後」に現地を確認
・的確な応答 → 信頼感の向上

・より多くの情報を収集
・評価の妥当性・信頼性が向上
・相手方も情報を収集

・他事業との調整
・１つの土地に２つの価格

→ 妥当性・信頼性を喪失

・格差認定基準表を重視
・直接的な格差の認定

→ 十分な妥当性が必要

・「比準表」は標準的なもの
・特別なものは対処できない

→ 不動産鑑定士と十分に調整

・事業内での調整
・全体のバランスを再検証
・連続事業とのバランスを再検証

・近隣地域の再検証
・評価結果が納得できない場合

→ 範囲や異なる地域

・宅地見込地の利点・欠点
・利点：地価の水準が比較的高い
・欠点：残地補償が困難

3.土地評価の留意事項
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１．土地評価の基準

①規定の内容
正常な取引価格
更地価格 （ 建付減価）
予定事業による価格低下：なし
土地価格＝底地価格＋権利価格 （実務：権利配分）
近傍の取引事例を基準
感情価値：考慮しない

②評価の単位

画地：「所有者が同じ」、「使用者が同じ」、「利用目的が同じ」、
「一体利用が可能」

③評価の手法
標準地比準評価法
標準地の評価：取引事例比較法 （収益還元法、原価法）

4.まとめ

45



２．土地評価の手順

①地域の区分

（同一需給圏、同一状況地域、近隣地域、類似地域）

②取引事例の収集
（事情補正）

③標準地価格の算定
（時点修正、標準化補正〔個別要因比較〕、地域要因比較）

④標準地価格の検証
（他の評価手法、公示地・基準地、不動産鑑定）

⑤取得対象地の算定
（個別要因比較）

３．土地評価の留意事項
○妥当性・信頼性を向上するために・・・

4.まとめ
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